
令和６・７年度独立行政法人教職員支援機構における 

連携教職大学院を対象とする地域センター事業 公募要領 

 

令 和 ５ 年 ８ 月 ２ ８ 日 

独立行政法人教職員支援機構 

 

１ 事業名 

令和６・７年度独立行政法人教職員支援機構における連携教職大学院を 

対象とする地域センター事業   

 

２ 事業の目的 

独立行政法人教職員支援機構（以下、機構という）は、教職員の養成・採用・研修の一体改革

を推進する全国拠点として、教職員の資質能力の向上に資するあらゆる取組に対して総合的な支

援を行うことを自らのミッションとしている。 

令和４年１２月１９日に中央教育審議会において、「『令和の日本型学校教育』を担う教師の養

成・採用・研修等の在り方について～『新たな教師の学びの姿』の実現と、多様な専門性を有す

る質の高い教職員集団の形成～」が取りまとめられた。本答申の中では、教職大学院に対し、地

域の中核となる高度専門職業人の養成、現場のニーズを踏まえた学びの機会の提供等、教育委員

会との連携・協働等が求められている。 

また、本答申では機構に対して教職員の資質向上に向け、全国の教育委員会、大学・教職大学

院、民間企業等の多様な主体とのネットワークを構築し全国的なハブ機能を発揮することを求め

ている。 

機構においては、平成２７年度以降、教職大学院を有する大学との連携協定の締結を推進する

とともに、平成２９年度より地域センターを各地に開設し、現職教員等を対象とした各地域の課

題に応じた研修や大学の専門性を生かした取組を行うための支援等、具体的な連携事業を展開し

てきた。 

本事業は、教員の養成と研修にかかるこのような動向を踏まえ、機構と協定締結教職大学院等

との連携をさらに促進するとともに、地域における都道府県等と大学との連携・協働の拠点を整

備することを通して、全国的なネットワークの「見える化」を促進し、機構が取り組む「研修観

の転換」「新たな教職員の学び」をともに模索しながら、教職員研修の高度化、体系化、組織化の

実現に一層寄与することを目的とする。 

 

３ 事業の内容 

（１）地域センターの設置 

 機構は、機構と連携協定を締結している教職大学院を有する大学の中から公募の上、事業対象

大学を選定する。事業対象大学は地域センターを設置する。なお、地域センターの設置場所は、

原則として大学内に設置されている建物内とする。 

 



（２）事業内容について 

地域センターは、当該地域、所在する都道府県教育委員会・教育センター等と連携して、以下

①から④の先駆的・独創的な事業を実施し、そこから得られる知見や成果を機構に還元するもの

とする。 

① 教職員の探究的な学びを創出・支援する事業 

② 学校の協働探究（自律的・組織的な改善）を支援する事業 

③ 教職員の多様な学びを創出・支援する事業 

④ その他、地域センターの設置目的に合致する事業 

（３）各大学内における事業の位置付け 

本事業については、各大学内の年度計画への明記、大学案内やホームページへの掲載等を通し

て、学内の事業の一環であることを明確にする。 

（４）地域センター長の任命、門標等の掲出、ロゴタイプ等 

地域センターには、各大学の代表者（地域センター長）を置くとともに、「教職員支援機構○

○大学センター」等と記載した門標等を掲出する。 

地域センターとして実施する事業に関する資料（教職員研修資料やそのチラシ等を含む）には

機構のロゴタイプを付することで、地域センター事業の一環であることを明確にする。 

 

４ 事業の委託先 

機構と連携協定を締結する教職大学院 

 

５ 委託期間 

２年間 

なお、委託契約は単年度ごとに行う。 

 

６ 事業の委託費等 

地域センター事業の実践事業等に要する経費として、１事業年度３００万円を上限とする。た

だし、２つ以上の教職大学院が連携して申請する場合は１大学追加につき１００万円を予算に加

えることができる（例：３大学で申請する場合は３００万円に２００万円を加えた５００万円が

上限額となる）。 

なお、機構の予算成立の状況によっては、委託予定額の変更を行う場合がある。 

 

７ 採択の予定件数 

１０～１５件 

 

８ 申請方法 

（１）スケジュールは以下のとおりとする。 

・申請書提出期間 令和５年１０月２０日（金）～１１月１７日（金）（締切厳守） 

・一次審査（書類） 令和５年１２月中 



・一次審査結果通知 令和５年１２月中旬～下旬 

・申請内容をふまえた協議（一次審査通過の全大学が対象、オンラインにて実施予定）  

令和６年１月１５日（月）～１月１９日（金）のうちの一時間程度 

・二次審査（書類）提出締切 令和６年１月下旬 

・審査終了・採択結果通知 令和６年２月上旬 

・令和６年度計画の提出 令和６年３月初旬 

・事業契約 令和６年３月末 

・事業開始 令和６年４月 

（２）申請に当たっては、別紙様式により申請書を作成の上、令和５年１０月２０日（金）～令和

５年１１月１７日（金）の間に、機構理事長へ提出すること。 

（提出方法） 

提出期間内に、下記メールアドレス宛に送信すること。 

メールアドレス：region@ml.nits.go.jp  

※送信する際は、件名を「令和６・７年度地域センター事業申請」とし、申請書等の文書

ファイルを添付すること。 

※ファイルを含めメールの容量が５ＭＢを超える場合は、メールを分割し、件名に通し番

号を付して送信すること。 

※機構は受信後、１週間以内に受信確認メールを送付する。受信確認メールが届かない場

合は必ず連絡すること。 

（３）申請書は、提出後の差し替えや内容変更は認めない。また、提出された申請書は返還しな

い。 

（４）審査委員会において書類審査・協議を実施し、委託先を選定する。審査方法については別途

審査要項・審査基準で定める。 

 

９ 事業の実施 

（１）契約締結 

選定された大学については、「独立行政法人教職員支援機構における連携教職大学院を対象

とする地域センター事業実施要項」「独立行政法人教職員支援機構における連携教職大学院を

対象とする地域センター事業委託要領」「令和６・７年度独立行政法人教職員支援機構におけ

る連携教職大学院を対象とする地域センター事業公募要領」に基づき、事業年度ごとに実施計

画書及び収支計画書を提出する。機構は、申請内容を総合的に勘案し、上限額の範囲内で委託

額を決定する。委託額の決定後、機構と委託契約を締結する。なお、契約は単年度ごとに行う。

契約条件等が合致しない場合には、契約締結を行わない場合がある。 

（２）委託額の変更 

委託先が、各事業年度の委託額の総額を変更したり、費目間で流用したりしようとするとき

は、あらかじめ、機構の承認を得なければならない。ただし、費目間の流用総額が、委託額の

総額の２０％以内となる場合についてはこの限りでない。 

 



（３）中間報告 

委託先は、実施状況及び経理状況に係る中間報告を、各年度の１０月末日までに電子メール

にて機構に提出すること。なお、中間報告を踏まえ、一部の委託先に機構の担当者が直接訪問

し、実地視察を行うことがある。訪問する場合は、事前に連絡し、日程等の調整を行う。 

（４）報告書等の作成・提出 

委託先は、事業年度ごとに実施報告書及び収支報告書を作成し、各事業年度末までに機構に

提出する。 

 

10 その他 

本事業は、令和６・７年度予算の成立を前提に行うものであり、予算の成立状況によっては事業

内容や事業予算を変更する場合があるので留意すること。 

 

 

 


